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クロス・カントリー・データによる
経済成長の分析：サーベイ＊１

塩路　悦朗＊２

　この論文では経済成長の決定要因に関する近年の実証分析をサーベイする。ここでは，

経済成長率に影響を与える可能性があると考えられている変数のうち，以下の５つのカテ

ゴリーに属するものをとりあげる。(1)経済の開放度・貿易政策，(2)金融市場の発達，(3)マ

クロ経済運営，(4)政府の質，(5)法的・社会的なインフラストラクチャー。最近は(1)，(2)，

(3)のように，「自由化促進・健全なマクロ政策」を強調する研究から，(4)，(5)のように，

「政治的・法的・社会的インフラストラクチャー」を強調する研究に力点が移りつつある

ことが示される。これは，「資本主義経済は政府が放っておけばうまく育つ」という楽観論

から，「うまく機能する資本主義経済を育成するためには，それを取り巻く政治的・法的

・社会的インフラの整備が必要条件である」という思考への，学界の考え方の転換と呼応

している。ただし，後者のタイプの研究は，今後，推定結果のロバストさ，説明変数の内

生性の検証など，さらに厳しい吟味にさらされる必要がある。

Ⅰ．はじめに

　この論文では近年の経済成長論におけるクロ

ス・カントリーのデータを用いた分析をサーベ

イする。この分野の研究は膨大なものである

が，ここでは「経済政策や制度は長期的な成長

率に影響するか？」を主要なテーマとし，この

問題意識にダイレクトに関係した研究に限定し

たサーベイを行う。

　経済政策や制度が長期的な成長率に影響す

る，という考え方は世界銀行の世界観に色濃く

反映されている。例えばＷｏｒｌｄ Ｂａｎｋ（1994）で

は，多面的な情報を統合することで「経済政策

（の善し悪し）指標」と「制度の質指標」の二

つを作成し，「よい」政策，「よい」制度を持つ

国ほど成長率は高くなるし，援助を与えたとき

の効果も大きい，と述べている。この「経済政

策指標」はインフレ率，財政黒字の対ＧＤＰ

比，Ｓａｃｈｓ ａｎｄ Ｗａｍｅｒ（1995）の３種類の貿易

に対する開放度指数（後述）をある方法で結合
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したものである。一方，「制度の質指標」は法治

主義の徹底度，官僚機構の質，腐敗度の３つを

結合したものである。これらを総合するに，世

界銀行の代表的な考え方は，（ⅰ）開放的な貿

易政策をとり，（ⅱ）節度のあるマクロ経済政

策をとり，（ⅲ）政治制度から恣意性を排除し

た国ほど成長しやすい，ということである。と

れに加え，最近の世界銀行経済成長研究グルー

プの研究を見ていると1），（ⅳ）金融制度の発

達度，及び（ⅴ）社会がどのくらいサブ・グ

ループごとに（典型的にはe t h n i c  g r o u pごと

に）分断されているか，またその分断を乗り越

え，構成員の間の信頼（いわゆる“ s o c i a l

capital”）がどのくらい醸成されているか，の

二つが重視されつつあることがわかる。後者に

ついてはＷｏｒｌｄ Ｂａｎｋ（2000）でも言及されてい

る。こういった見方は世界銀行が遂行する援助

政策，特に援助対象国に対する政策提言に大き

な影響を及ぼすであろう。したがって，世界銀

行をはじめとする援助機関に多額の出資を行っ

ている我が国にとってはこれらの考え方の妥当

性を検証することは重要である。特にこれまで

の援助政策の見直しが進んでいる現状ではなお

さらである。また，我が国が独自に行う援助政

策の今後を決定する上でも，こうした見方がど

のくらい信頼できるものなのかを知ることは有

意義である。

　以上のような問題意識に基づき，この論文で

は次の５つのカテゴリーに属する変数に焦点を

当てて分析する。

　(1)　経済の開放度・貿易政策

　(2)　金融市場の発達

　(3)　マクロ経済運営

　(4)　政府の質

　(5)　法的・社会的なインフラストラクチャー

どのカテゴリーにも共通する問題は計測の難し

さである。例えば，経済の開放度を国際間で比

較するにはどうしたらよいのか。ましてや政府

の質などという漠然としたものをどうずれば測

れるのか。本論文ではこの点を中心に既存の研

究を紹介していきたい。この論文は以下の各節

から構成されている。まず第Ⅱ節でクロス・カ

ントリー分析の大まかな枠組みを説明し，第Ⅲ

節ではこういった分析に通常含まれる説明変数

（上記５つのカテゴリー以外のもの）を概観す

る。第Ⅳ～Ⅷ節がこの論文の主要な部分であ

り，そこでは上記５種類の変数に関する諸研究

を紹介する。第Ⅸ節で結論を述べる。

Ⅱ．クロス・カントリー・データによる成長分析

Ⅱ－１．アプローチ

　クロス・カントリー・データを用いた経済成

長の分析はＫｏｒｍｅｎｄｉ ａｎｄ ＭｅＧｕｉｒｅ（1985）や

Ｂａｒｒｏ（1991）に端を発し，80年代末以降精力

的に行われている。この時期にこうした研究が

盛んになった理由は３つ考えられる。まず第１

に，成長が減速したサハラ以南アフリカと順調

な成長を遂げた東アジアの間の格差が注目を集

め，このようなことが生じる理由を明らか

にすることに関心が集まったこと。第２に，

Ｓｕｍｍｅｒｓ ａｎｄ Ｈｅｓｔｏｎ（1988，1991）のＧＤＰ

データなど，諸国間で（ある程度）比較可能な

データの整備が進んだこと。第３に，理論分野

において内生的成長モデルの開発が進んだこ

と，があげられる。それ以前の新古典派的成長

モデル（Ｓｏｌｏｗ（1956）など）においては長期的

な一人あたり生産の成長率は外生的な技術進歩

率が決定することになっていた。もしそうであ

るとすれば，経済政策がその決定に関与する余

地はない。しかし，内生的成長モデルは長期的

1)　グループのホームページ(http://www.worldbank.org/research/growth/)を参照されたい。
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な成長率の決定に政策が関与しうる可能性を明

らかにした。そこで，本当にそのような効果が

存在するのかをデータから明らかにしょうとす

る試みが盛んになったと考えられる。

　この種の分析では，典型的には，成長率の長

期平均を左辺に，それを説明する（と考えられ

る）変数を右辺においた，次のような回帰式を

推定する。

トネスである。この用語の意味合いは，次の通

りである。次節以降で見るように，この分野で

は非常に多くの変数が経済成長を説明する変数

の候補としてあげられている。例えばＳａｌａ- ｉ-

Ｍａｒｔｉｎ（1997a）は代表的なものとして62個の

変数をとりあげている。これまで公表された全

ての研究で取り上げられた変数を総合すると，

その数は大幅にそれを上回ると考えられる。そ

れに対してデータが利用可能な国の数は多くて

も100強であり，自由度の問題から，全ての変

数を同時に回帰式の右辺に含めることは不可能

である。そこでほとんどの研究者は次のような

アプローチをとることになる。いまある研究者

がＸという変数の経済成長に対する影響を回帰

分析を使って検証したいと思っているとしよう。

この時，この人はＸに加えて一部の「典型的」

と考えられる説明変数のセットを右辺に入れて

分析を行うことになる。もし仮にＸが他の説明

変数と独立であれば問題は生じないが，現実に

はそういうことはあまりなく，しばしばそのう

ちのいくつかとは大きな相関を持ちうる。困っ

たことに，この時には，Ｘに関する分析結果は

他にどのような説明変数を加えるかで変わって

くる。従ってある追加的説明変数のセットを用

いたときにＸの係数が有意に正だったとして

も，この結果は別の追加的説明変数のセットを

用いたときには変わってしまうかもしれない。

このような場合には当初のＸに関する結果は

「ロバストではない」ことになる。この問題を

最初に正面から取り上げたのは Ｌｅｖ ｉｎｅ  ａｎｄ

Ｒ ｅ ｎ ｅ ｌ ｔ（1 9 9 2 )である。彼らは Ｅ ｘ ｔ ｒ ｅ ｍ ｅ

Ｂｏｕｎｄｓ Ｔｅｓｔと呼ばれる検定法で，説明変数の

ロバストネスを検証した。これは簡単に言え

ば，Ｘの係数のロバストネスを見るのに，追加

的説明変数のセットをいろいろ変えて回帰分析

を行ってみて，係数の有意性が常に保たれるか

をチェックするものである。 Ｌ ｅ ｖ ｉ ｎ ｅ  ａ ｎ ｄ

Ｒｅｎｅ ｌ ｔの基準は試された全ての追加的説明変

数のセットのもとで係数が同一符号で有意の時

のみ，その結果をロバストと呼ぼう，というも

のである。彼らは，この厳しい基準のもとで

　ここで iは第 i国の変数であることを表す下

付き文字である。左辺の iはこの国の第０年か

ら第Ｔ年にかけて の平均的な一 人あたり

ＧＤＰの成長率を表している。ここでＧＤＰは，

諸国間の物価水準の違いを調整するため，

Ｓｕｍｍｅｒｓ ａｎｄ Ｈｅｓｔｏｎ（1988，1991）の，各国の

ＧＤＰを購買力平価レートを用いてドル換算し

たデータを用いるのが通例である。y i 0，y iＴは

第０年及び第Ｔ年におけるこの国の一人あたり

ＧＤＰを対数表示したものである。右辺には，

定数項ｃに続いて，初期における一人あたり

ＧＤＰ（対数表示）yi0が含まれている。それに続

く，x1 i，x2 iなどは，左辺の変数に影響を与える

可能性があると考えられる変数である。最後の

u iは誤差項である。この式を典型的には最小

二乗法を用いて推定する。なお，上の例では被

説明変数は一人あたりＧＤＰ成長率であった

が，最近の研究対象はこれにとどまらず，投資

率，一人あたり資本ストックの成長率，技術進

歩率（全要素生産性＝ＴＦＰ（Ｔｏｔａ ｌ  Ｆａｃ ｔｏ ｒ

Ｐｒｏｄｕｃｔｉｖｉｔｙ）成長率）なども被説明変数とし

て採用されることが増えている。このタイプの

分析については，以下で述べる２点が大きな問

題となる可能性が高く，留意する必要がある。

Ⅱ－２．ロバストネス（頑健性）

　第１のポテンシャルな問題点は結果のロバス
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は，ほとんど全ての変数はロバストではない，

という結論を報告している。この結果をまとも

に受け止めると，クロス・カントリーの成長分

析を行うこと自体が無意味であるということに

なりかねない。Ｓａｌａ- ｉ-Ｍａｒｔｉｎ（1997a,b）は

Ｌｅｖｉｎｅ ａｎｄ Ｒｅｎｅｌｔの基準を厳しすぎると批判

し，より緩やかな基準に基づいたテストを行っ

ている。その結果，「政治的暗殺の数」をはじめ

とする多くのよく知られた変数がロバストでは

ない一方で，「法治主義」などかなり多くの指

標がロバストである，という結論が報告されて

いる。このようにロバストネスの問題は深刻に

なり得る。このため，近年の研究になるほどこ

の点に関して詳細な検証がなされる傾向にはあ

る。にもかかわらず，Ｌｅｖｉｎｅ  ａｎｄ  Ｒｅｎｅｌｔや

Ｓａｌａ-ｉ-Ｍａｒｔｉｎと同じくらいの徹底度で研究結果

をチェックした論文はあまり見当たらないのが

実状である。

Ⅱ－３．内生性

　もう一つのポテンシャルな問題は説明変数の

内生性である。すなわち，我々は回帰式の右辺

に含まれる変数が外生変数であるという前提の

下で最小二乗法を用いた分析を行うが，実際に

は経済変数の中には明らかに外生変数，と考え

られるものは少ない。典型的な例は投資率であ

る。あとで述べるようにこの変数の係数は普通

有意に正となるが，これは必ずしも「投資率の

増加が成長率の増加をもたらす」という関係を

示しているとは言い切れない。逆に，何らかの

他の要因で高成長を遂げている経済では投資の

収益率が高まって，それが投資を誘発する，と

いう関係を表している可能性がある。この場合

には真の因果関係は逆向きに働いていることに

なる。この問題を軽減するために時に行われる

のは，説明変数として期間平均の代わりに期初

の値を使うことである。例えば，被説明変数が

1960年から1990年の成長率であったとすると，

説明変数としてこの間の平均投資率をとる代わ

りに，1960年時点の投資率をとることである。

もちろん，この方法で内生牲の問題を完全にク

リアすることはできない。例えば，1960年時点

ですでに企業が今後の成長を予想していたとす

ると，今後の収益率の増加を見越してその時点

から多額の投資を行う，という可能性もありう

るからである。この場合にもやはり因果関係は

成長から投資へ，という方向で流れていること

になる。こういつたポテンシャルな問題にもか

かわらず，筆者はこの解決法がたいていの場合

にはかなりの程度内生性の問題を解消しうる，

と考える。もう一つの解決法は，教科書的な作

法に従って操作変数法を用いることである。問

題となるのは，経済成長に対して完全に外生的

であってしかも説明変数と高い相関を持つとい

うような，理想的な操作変数は現実にはめった

に存在しないことである。

Ⅲ．スタンダードな説明変数

　この節では，この種のクロス・カントリー分

析ではほとんどの場合に上の回帰式の右辺に加

えられる諸変数を取り上げる。これらについて

はＢａｒｒｏ ａｎｄ Ｓａｌａ-ｉ-Ｍａｒｔｉｎ（1995）などで詳し

く触れられており，またこの論文の主たる関心

の対象ではないので，ここでは簡単に言及する

にとどめる。

Ⅲ－１．初期の一人あたりＧＤＰ

　例えば，先の例のように被説明変数が1960－

90年の一人あたりＧＤＰ成長率であったとする

と，1960年時点の一人あたりＧＤＰ（対数値）が

説明変数の一つとして用いられる。この変数の

係数を見ることによって，一人あたりＧＤＰに

「収束」2)ないしは「平均回帰」の傾向がある

かどうかを検証する。もしこの係数が有意に負
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であれば，いったん（定数項及びその他の説明

変数から決定される）長期平均からはずれた

ＧＤＰは，次第にそこへ向かって戻っていく傾

向があることになる。経験的には，以下に述べ

る３種類の変数を回帰式の右辺に加えた場合に

は，この係数は有意に負となることが知られて

いる。

Ⅲ－５．投資財の相対価格

　一部の途上国では，市場に対する政府の介入

によって相対価格に歪みが与えられ，投資財価

格が極端に高くなっており，これが成長にマイ

ナスの影響を与えていると考えられる。この効

果の大きさを見るために，投資財と消費財の相

対価格がしばしば説明変数として用いられる。

Ⅲ－２．投資率

　多くの経済成長モデルによればＧＤＰにしめ

る投資の率が高いほど成長率は高くなる。例え

ばＳｏｌｏｗ（1956）のモデルでは投資率の増加は

定常状態への移行過程での成長率を高める。事

実，多くの実証研究によれば投資率の係数は有

意に正である。

Ⅲ－３．教育

　最近の経済成長理論における一つの大きな流

れは物的資本の蓄積だけでなく人的資本の蓄積

も重要だということである（Ｕｚａｗａ（1965），

Ｌｕｃａｓ（1988))。その中でもっとも重視されて

いるのが教育という形での人的投資である。フ

ローとしての教育「投資率」は，通常，初等ま

たは中等教育への就学率で測られる。一方，ス

トックとしての人的資本の量はＢａ ｒ ｒ ｏ  ａ ｎ ｄ

Ｌｅｅ（1993）が計測した，初等・中等・高等教

育それぞれの卒業者が総人口に占める割合の

データが用いられることが多い。もう一つ比較

的よく用いられるのが識字率である。これらの

変数は有意に正の係数を持つことが知られてい

る。

Ⅲ－６．政治的安定性

　一般に政治的に不安定な国は成長率が低くな

ると考えられている。クロス・カントリー分析

の結果はこれを支持するものとなっている。政

治的不安定性の代理変数としては使われる変数

は一年あたりの革命・クーデターの数，人口

100万人あたりの年間平均の政治的暗殺の数な

どである。

Ⅲ－７．地域ダミー

　しばしば用いられるのが，サハラ以南アフリ

カ諸国のダミー変数である。その係数は多くの

場合有意に負となる。これはすなわち，他のど

の変数によっても説明しきれない何らかの理由

によって，これらの国々の成長率が低くなって

いることを意味している。なぜそうなるのかを

明らかにすることは，成長論の今後の大きな課

題である。このほか，ラテン・アメリカ・ダ

ミー，東アジア・ダミーなどがしぼしば用いら

れる。

Ⅲ－４．人口成長率

　Ｓｏｌｏｗ（1956）などの成長モデルによれば，

一人あたりＧＤＰの成長率は人口成長率の減少

関数であるはずである。このことは右辺の説明

変数に人口成長率ないしは出産率を含めたクロ

ス・カントリー分析によって確認されている。

2)　「収束」という用語は経済学では(経済成長論に限っても)あまりに多様な意味で用いられるため，ここで

　使われている意味での収束はしばしば「ベータ収束」と呼ばれ他から区別されている。
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Ⅳ．経済の開放度と貿易政策

Ⅳ－１．理論的背景

　貿易が成長率を恒久的に上昇させる，という

考え方はＲｉｖｅｒａ-Ｂａｔｉｚ ａｎｄ Ｒｏｍｅｒ（1991）に

よって打ち出された。彼らのモデルにおいて

は，２つの国が鎖国して独立にＲ＆Ｄ（研究開

発）を行っていた場合と比べ，貿易を行ったと

きの方が成長率が高くなる。ただし注意すべき

は，彼らの結論は理論的にさほど一般性を持っ

たものではない点である。例えば，Ｍａｔｓｕｙａ-

ｍａ（1992）では，近代部門と非近代部門からな

る２部門経済モデルを考えている。近代部門で

は学習効果（ learning by doing）が働き，そこで

は生産量が多いほど技術は速く進歩する。一

方，非近代部門では技術は停滞している。さ

て，近代部門に比較優位を持った先進国と非近

代部門に比較優位を持った後進国が貿易を開始

したとしよう。この時，後進国は非近代部門の

生産を増やし近代部門の生産を減らすであろう。

このため，後進国の技術進歩率は低下してしま

う。このように，理論的には，貿易が成長率を

上昇させるという考え方は当然のこととは言え

ないのである。

Ⅳ－２．貿易量に基づく指標

　ある国が貿易に対してどのくらい開放的であ

るかを測るにはどうしたらよいであろうか。最

も簡単なやり方は，「開放度」をＧＤＰにしめる

貿易量（輸出，輸入，あるいは輸出＋輸入）の

割合として定義する方法である。この割合は国

民経済計算のデータからすぐに計算できる。こ

の変数を用いた研究は初期のものを中心に数多

く存在する（Ｒｏｄｒｉｋ（1995）参照)。最近でも例

えばＫｉｎｇ ａｎｄ Ｌｅｖｉｎｅ（1993a）やＫｎａｃｋ ａｎｄ

Ｋｅｅｆｅｒ（1997）などはこの変数を用いている。

これらの研究においては，この変数は有意に正

となっており，貿易の盛んな国ほど成長率が高

い，という主張を一応は裏付ける結果となって

いる。しかしこのような単純なアプローチには

批判が多い。当然ながら，経済活動に占める貿

易の比重が高いからといって，その国の政策が

貿易に対して開放的であるとは限らない。ヨー

ロッパの小国は距離的に近い所に経済大国が多

いので，それらの国々との貿易量が多くなる傾

向がある。しかし，こういった理由によって結

果的に貿易量が多いからといって，その国の貿

易政策が特に貿易推進的であるとは限らないで

あろう。

　もう一つ比較的簡単に作成できる指標は期間

内 に お け る 輸 出 の 伸 び 率 で あ る 。 例 え ば

Ｋｏｒｍｅｎｄｉ  ａｎｄ  Ｍｅｇｕｉｒｅ（1985）は輸出の対

ＧＤＰ比率の増加を説明変数として用いている。

しかしこの指標には深刻な内生性の問題がつい

てまわる。つまり，輸出の成長と所得の成長が

正の相関を持っているからといって，それは前

者が後者を引き起こしていることには必ずしも

ならない。例えばある国で輸出産業における技

術革新が輸出の増大と所得の増大を同時にもた

らしたとしよう。この時輸出と所得の成長は正

の相関を持つことになるが，これは輸出の増大

が所得の増大を「引き起こした」とは言えない。

Ⅳ－３．貿易政策の指標１：観察可能な変数に

　　　基づく指標

　多くの経済学者は，当然のことながら，貿易

量のような多様な要因に左右される変数に頼ら

ず，貿易政策そのものの指標を開発したいと考

えた。そのような最初の研究となり，後に大き

な影響力を持ったのがＤｏｌ１ａｒ（1991）の研究で

ある。彼は各国の貿易政策の閉鎖度を実質為替

レートの過大評価率と変化率の二つによって測

ることを提案した。前者は為替レートの購買力

平価からの乖離率3)をパーセントで表し，1976
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年から1985年までの平均をとったものである。

後者は同じ期間に肺けるこの乖離率の変動係数

である。例えば長期にわたって国内価格が国外

価格を大幅に上回っているような国では，関税

などの貿易政策によって歪みが生じていると推

測される。前者の変数はこのような考えに基づ

いて貿易政策の閉鎖度を測ろうとするものであ

る。一方，後者の変数は，実質為替レートがあ

まり変動すると貿易に携わるもののインセン

ティブを低下させ，貿易を阻害する，という理

由で加えられている。Ｄｏｌｌａｒはこの二つの変数

が一人あたりＧＤＰの成長率に対して有意に負

の影響を持つことを示している。

　現実経済がある種の理想的な状態からどれく

らい乖離しているかをもって貿易政策の歪み具

合の指標としよう，という考え方はＥｄｗａｒｄｓ

（1992）にも共通している。スタンダードな貿

易理論によれば，完全競争の下では各国の貿易

パターンは要素賦存比率によって決定される。

しかしもし貿易政策に歪みがあれば，貿易パ

ターンはこの理論から予測されるパターンから

外れるであろう。してみれば，現実の貿易パ

ターンが理論的なパターンからどれだけ外れて

いるかを見ることによって，各国の貿易政策が

どのくらい歪みを持っているかがわかるはずで

ある。この考えに基づいた指標を開発したのが

Ｌｅａｍｅｒ（1988）である。彼は各国の産業別の貿

易量を被説明変数，要素賦存量を説明変数とす

る回帰分析を行った。この分析における残差項

が，経 済の開 放度 を 表すと 解釈 さ れる 。

Ｅｄｗａｒｄｓはこの指標をクロス・カントリーの成

長分析に導入し，開放的な国ほど有意に早く成

長する傾向があることを発見した。Ｅｄｗａｒｄｓ自

身が認めるように，この指標の問題点は全貿易

量のうち要素賦存量で説明できない部分をすべ

て貿易政策の表われであると解釈している点で

ある。現実には国民の選好なども貿易量に影響

しうる。Ｒｏｄｒｉｋ（1995）は例として，Ｌｅａｍｅｒの

指標によればモロッコ・インドネシア・コート

ジボアールなどがアメリカやカナダと同じくら

い開放的であることになってしまう，という点

を指摘し，この指標の信頼性に疑問を投げかけ

ている。また，Ｅｄｗａｒｄｓの分析にはきわめて限

られた数の説明変数しか用いられておらず，結

果がロバストであるかどうかにも疑問がある。

　より直接的に観察可能な変数によって貿易政

策を測ろう，という試みも存在する。代表的な

ものとしては，平均関税率，数量的制限のカバ

レッジ（どの位の品目に対して制限が存在する

か），関税徴収率（総輸入額に対する関税収入

額の比率）があげられる。これらを用いた研究

としてはＥｄｗａｒｄｓ（1998）がある。彼は平均関

税率と関税徴収率はＴＦＰ成長率に有意に負の

効果を持つが，数量制限についてはその係数は

負だが有意ではない，という結果を示している。

なお，これ以外ではＡｎｄｅｒｓｏｎ（1994）が関税率

を加重平均して得られる指標を導出している。

ただしこの指標は計算に必要とする情報量が多

く，23カ国についてしか計算されていない。

　これと関連して，非常にポピュラーな変数と

して外国為替の闇市場プレミアムがあげられる。

これは，闇市場におけるドルの価値が公式レー

トと比べてどのくらい割高になっているか，と

いう指標である。この変数は一人あたりＧＤＰ

の成長率に対して有意に負の効果を持つことが

しばしば観察されている（Ｅａｓｔｅｒｌｙ（1993），

Ｅｄｗａｒｄｓ（1992，1998),Ｂａｒｒｏ ａｎｄ Ｓａｌａ-ｉ-Ｍａ-

ｒｔｉｎ（1995）など）。この変数がしばしば貿易に

対する閉鎖度の指標と考えられる理由は次の通

りである。一部の国内産業を優遇するために政

府が取りうる一つの有力な手段は外国為替を実

勢よりも安いレートで優先的に割り当てること

３ )　より正確には，非貿易財価格の影響をできるだけ取り除く必要がある。そのため，Ｄｏｌｌａｒはまず実質為替

　レートを被説明変数，一人当たりＧＤＰとその２乗，ラテン ・アメリカ・ダミー。アフリカ・ダミー，年次ダ

　ミーを説明変数とした回帰分析を行う。そしてそこから得られる予測値（predicted value）からの現実の実質

　為替レートの乖離をもって過大評価度としている。
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である。これによってその産業では割安の価格

で外国から原材料等を輸入できる。この時には

経済のほかの部門で外国為替に対する超過需要

が発生し，闇市場においてプレミアムつきで取

引されることになる。このプレミアムは政府が

市場に加える歪みが大きいほど大きくなるであ

ろう。

　貿易政策を評価する上での問題は，政策に

は，観察可能な側面に限っても，上記のような

多面性があることである。したがって，そのほ

んの一側面だけを捉えた単一の指標によって経

済の開放性が測れる保証はない。できれば多様

な指標を結合した統一的な指標を得ることが望

ましい。そこでＳａｃｈｓ ａｎｄ Ｗａｍｅｒ(1995)は５

つの指標をもとにした開放度指標を提案した。

彼らはある年においてある国が開放的であるか

どうかを０か１の値をとる指標で表すことを考

えた。この基準では，次の５つの条件すべてを

満たした国のみが開放的であると判断される。

それは，数量制限がカバーする範囲が貿易の

40％以下であること，平均関税率が40％以下で

あること，外国為替の闇市場プレミアムが20％

以下であること，社会主義体制をとっていない

こと，主要な輸出財について国家独占がしかれ

ていないこと（ｍａｒｋｅｔｉｎｇ ｂｏａｒｄが存在しない

こと)，である。このうち一つでも満たしてい

なければその国は閉鎖的であると判定される。

この指標を使って彼らは次のような推定結果を

示している（カッコ内はｔ値）。

　ここで，左辺のｇは一人あたり実質ＧＤＰの

成長率（％表示，1970年から1989年の平均）で

ある。右辺は，constが定数項（値は省略）を，

ＬＧＤＰが初期の一人あたりＧＤＰ（対数），

ＯＰＥＮが彼らの開放度指標，ＳＥＣが中等教育

就学率（1970年），ＰＲＩＭが初等教育就学率

（同），ＧＯＶが政府支出の対ＧＤＰ比率，

ＲＥＶＣＯＵＰが革命とクーデターの数（1970年

から1985年までの平均），ＡＳＳＡＳＳＰが政治的

暗殺数（同），ＰＲＩが投資財価格の世界価格か

らの乖離（1970年），ＩＮＶが投資率（1970年か

ら1989年までの平均）である。サンプル数は

79，修正済み決定係数は0.538である。上記の

結果は，他の条件一定にして，貿易に対して開

放的な国の方が閉鎖的な国よりも年率約２％速

く成長する，という結果を示している。この研

究の問題は指標の作り方に恣意性があること，

及び各国を開放的グループと閉鎖的グループに

単純に二分してしまうことであろう。

Ⅳ－４．貿易政策の指標２：主観的な指標

　上で紹介された研究のように，観察可能な

データのみに頼るのではなく，多面的な貿易政

策の開放度を主観的に評価してやろう，という

研究もある。Ｅｄｗａｒｄｓ（1998）は次の３種類の

指標を取り上げている。①Ｗｏｒｌｄ Ｂａｎｋ(1987)，

②Ｊｏｈｎｓｏｎ ａｎｄ Ｓｈｅｅｈｙ(1996)，③Ｍｉｃｈａｅｌｙ他

(1991)。いずれも，研究者が各国の貿易政策に

関する自分の知識をもとに作成した，主観的な

指標である。Ｅｄｗａ ｒ ｄ ｓはこのうち前２者が

ＴＦＰ成長率に対して有意で，期待された効果

を持つことを示している。これらのアプローチ

には各国に関する細かい知識を生かして多面的

な要素を統合した指標を作ることができるとい

う利点がある。しかしその一方で作成過程に恐

意性が入り込むという批判は免れない。例えば

Ｗｏｒｌｄ Ｂａｎｋの指標は1963-1973年の韓国の貿

易政策を「非常に開放的」としたが，これに対

しては早くから多くの経済学者が，韓国の開発

政策においては政府による介入が非常に重要で

あったとして，疑念を呈している（Ｅｄｗａｒｄｓ

(1993)）。
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Ⅳ－５．Frankel and Romer(1999)の操作変

　　　数法アプローチ

　これまでⅣ－３とⅣ－４で紹介してきた諸論

文は，貿易政策を直接評価する指標さえ作れれ

ば，政策が経済に及ぼす効果を測定することは

可能だ，という考え方に基づいていた。しか

し，貿易政策はそれ自体が内生変数である。あ

る国の保護的貿易政策は，貿易収支の危機的状

況を救うために打ち出されたものかもしれない

し，腐敗した政府がレントを稼ぐために課した

ものかもしれない。そういった場合には，デー

タの表面に表れる貿易政策と成長の関係をいく

ら正確に測っても，その関係は実は貿易政策を

裏で支配している変数の経済成長に対する影響

を表しているに過ぎないのかもしれない。その

場合には，推定された関係を用いて，例えば，

「もし世界銀行が（外生的に）貿易保護を撤廃

させたらどうなるか？」といった疑問には答え

ることはできないことになる。これに対し，

Ｆｒａｎｋｅｌ ａｎｄ Ｒｏｍｅｒ（1999）は問題設定を変更

し，貿易政策とは無関係に外生的な理由で貿易

量が増加したときに成長率がどう変わるかを計

測しようとしている。彼らは貿易相手国からの

距離などの地理的要因が各国の貿易量に有意な

影響を与え，しかも経済的な要因に対しては外

生的である点に目をつけた。そしてこれらの地

理的変数を操作変数として，貿易量が一人あた

り所得（成長率ではない）に与える影響を計測

した。その結果，その影響は有意に正であり，

係数の大きさは操作変数を使わずに単に最小二

乗法を用いた場合とほとんど変わらないことが

示された。

Ⅳ－６．技術革新と貿易

　ここで，いままで紹介してきた流れからはや

や外れるが，技術革新に果たす貿易の役割を追

求した研究を紹介しておこう。この分野におけ

るパイオニア的研究はＣｏｅ  ａｎｄ  Ｈｅ ｌ ｐｍａｎ

（1995）である。彼らは，上に挙げた一連の研

究に見られた，どんな相手とでもともかく貿易

すれば技術が進歩して経済も成長する，という

単純な考え方から一段議論を進歩させている。

彼らによれば，貿易がどの程度技術革新を促進

して成長に寄与するかは，貿易相手国の技術水

準に依存するはずである。すなわち，同じ量を

輸入するのでも，技術水準の低い国から輸入す

るよりは，技術水準の高い国から優れた製品を

輸入した方が，相手国からより多くのことを学

ぶことができるはずである。したがって，貿易

に伴う技術の伝播は，単に貿易の総量によって

測ることはできない。この考えに基づき，Ｃｏｅ

ａｎｄ Ｈｅｌｐｍａｎは国別に「貿易相手国のＲ＆Ｄス

トック」データを構築した。これは，各国の貿

易相手国の技術水準（それまでのＲ＆Ｄ支出の

累積和で測られる）をその国からの輸入が総輸

入に占める比率でウェイトづけして，和をとっ

たものである。彼らは自国のＲ＆Ｄストックと

ともに，貿易相手国のＲ＆Ｄストックもその国

の全要素生産性（Ｔｏｔａｌ Ｆａｃｔｏｒ Ｐｒｏｄｕｃｔｉｖｉｔｙ，

ＴＦＰ）の成長率に有意に正な影響を持つことを

示したのである。ただしこの研究に対しては

Ｋｅｌｌｅｒ（1998）の批判が存在する。彼は各国の

貿易相手国の技術水準を輸入比率で加重して和

をとる代わりに，乱数を発生させて得られた

ウェイトで加重した和をとることを試みた。驚

いたことに，このように何の根拠もなく作られ

た変数もやはり全要素生産性の成長率に有意に

正の影響を持つことが示された。つまり，ウェ

イトはなんでもよい，ということになる。そう

であるならばＣｏｅ  ａｎｄ  Ｈｅｌｐｍａｎは貿易が技術

伝播の媒介となることを示したことにはならな

い。一方，Ｋｅ l lｅｒ（1999）は中間財（機械類）

の貿易に限って分析を行い，技術的なリーダー

国からの輸入比率が高い国ほど全要素生産性の

成長率が高くなる，という結論を得ている。

Ⅳ－７．評価

　以上のように，この分野では，貿易政策のよ

り優れた指標を導くにはどうしたらよいか，と

いうテーマを中心に研究がなされてきた。しか

しその結果として，貿易政策に関してあまりに

多くの指標が提示され，どれを使ったらよいか
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わからない，より正確には，どの指標も単一で

は不十分，といった現状になってしまっている。

この状態に対応するため，Ｅｄｗａｒｄｓ（1998）

は，一つの回帰式を推定するのにできるだけ多

くの指標を交代で試してみて，どれを使っても

結果はほぼ同じ，ということをもって貿易政策

の影響のロバストさを示そうとしている。また

彼の研究では，主成分分析によって指標間の共

通の変動をデータから抽出しよう，という試み

も為されている。この分野の研究ではまた，回

帰式の右辺に含まれる貿易政策指標以外の説明

変数のセットが変化したときの結果のロバスト

さ，という問題も完全に解決されたとは言い難

い。たとえばＲｏｄｒｉｇｕｅｚ ａｎｄ Ｒｏｄｒｉｋ（1999）の

サーベイは，Ｄｏｌｌａｒ（1991）の研究結果が，この

ような意味で脆弱なものであることを示してい

る。しかも，仮にこれらの問題をクリアできた

としても，Ⅳ－５で取り上げられた内生性の問

題を回避することは容易ではない。

　このように，どんなに工夫を凝らした貿易政

策の指標を作成しても，信頼性，ロバストネ

ス，内生性といった問題をクリアするのは至難

の技であるように思われる。筆者の考えでは，

今後進むべき方向は，貿易政策自体を測ること

に対するこだわりを捨て，Ｆｒａｎｋｅｌ ａｎｄ Ｒｏｍｅｒ

（1999）のように外生的な貿易量の変化があっ

たときに経済がどう反応するかを研究すること

である。もちろん，こういつた外生的な変化

と，貿易政策の変更が同じ影響を持つという保

証はない。しかし，前者の影響を測定できれ

ば，それと後者の影響の関係は理論的に求める

ことが可能であろうと期待される4）5)。

Ⅴ．金融の発達度

Ⅴ－１．理論的背景

　金融と成長の関係に関する議論をまとめた最

もスタンダードなサーベイはＬｅｖｉｎｅ（1997）で

ある。ただし，Ⅴ－３の株式市場に関する議論

についてはあまり触れられていない。

　金融の発達が経済成長を促進する，という考

え方は古くから見られる。また，実は因果性は

逆であって，経済の成長が金融の発達を促すに

過ぎないのだ，という考え方も同じくらい古く

から存在する。詳しくはＬｅｖｉｎｅのサーベイを

参照されたい。Ｌｅｖｉｎｅは金融機関・金融市場

のもたらす便益として次の５つをあげている。

(1)リスクのヘッジ，分散，プーリングを容易に

する，(2)資源配分を効率化する，(3)経営者の努

力をモニターし，企業の効率的運営をコント

ロールする，(4)貯蓄を投資のために動員する

（死蔵させない），(5)財・サービスの交換を容

易にする。ただし，Ｌｅｖｉｎｅ自身が注意を促して

いるように，これらの便益が存在するからと

いってそれらが経済成長率の上昇につながるも

のであるかどうかは，理論的には必ずしも明ら

かではない。

Ⅴ－２．金融仲介機関

　この分野の研究は，金融仲介機関の発達が経

済成長率に当たる影響を計測する，ということ

4)　例えば，貿易相手国からの距離が1000キロ増えたときの貿易量の減少は，理論的には貿易コストの増加の
　効果に対応すると考えられる。その効果と，輸入数量割り当ての増加による貿易量の減少の効果は同じでな
　いであろう。しかし，モデルを使って理論的に二つの効果の間の関係を求めることは可能であろう。
5)　なお，いわゆるクロス・カントリーの回帰分析とは異なるが，Ｂｅｎ-Ｄａｖｉｄ（1993，1996）は開放的な経済同
　士の間では一人あたり所得が収束する傾向が見られるが，閉鎖的な国同士の間ではそういった傾向は見られ
　ない，という実証結果を報告している。
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からスタートした。この目的のために今日的な

クロス・カントリー分析をはじめて行ったのは

Ｋｉｎｇ ａｎｄ Ｌｅｖｉｎｅ（1993a）であろう。彼らは金

融仲介機関の発達という漠然とした概念をデー

タから測るために，４種類の指標を用いた。第

１にＬＬＹと呼ばれる変数であるが，これは銀

行（中央銀行を含む）預金をＧＤＰで割ったも

のである。この値が高いほど金融仲介が発達し

ていると見なされる。この変数はしばしば「金

融の深度（f inancial depth）」と呼ばれている。

第２はＢＡＮＫで，これは民間銀行の供与する

信用の量を民間銀行・中央銀行の両者が供与す

る信用の量で割ったものである。これは，民間

銀行の方が中央銀行よりも上に述べた金融仲介

の５つの便益を発揮しやすいであろうという考

えに基づいている。第３はＰＲＩＶＡＴＥであり，

民間部門に供与された信用を信用供与の総額で

割ったものである。第４の変数はＰＲＩＶＹと呼

ばれ，民間企業に対する信用供与のＧＤＰに対

する比率である。後２者の指標は，信用を民間

企業に供与する銀行の方が，公的企業などを相

手にしている場合と比べて，借り手のモニタリ

ングなど金融仲介の５つの便益を発揮しやすい

であろう，という考え方に基づいている。この

ように，彼らの取り上げた変数は一応もっとも

らしい説明をつけることはできるものの，本当

に金融仲介の発達度を測っているといえるの

か，若干怪しいものばかりである。例えば第１

の変数「金融の深度」については，金融技術の

発達した国ほど民間主体が流動性の高い資産に

頼らなくなり，かえってその値が低下する可能

性がある，という批判が存在する（Ｄｅ Ｇｒｅｇｏｒｉｏ

ａｎｄ Ｇｕｉｄｏｔｔｉ（1995))。しかしすべてはほかに

取りやすいデータがないためのやむを得ない選

択であると見ることもできるであろう6)。Ｋｉｎｇ

ａｎｄ  Ｌｅｖｉｎｅはこれらの変数をクロス・カント

リーの回帰分析に含め，そのいずれもが一人あ

たりＧＤＰの成長率・一人あたり資本ストック

の成長率・投資率・技術進歩率のすべてに対し

て有意に正の効果を持っていることを示してい

る。例えば，次のような推定結果が示されてい

る（カッコ内は標準誤差）。

　ここで，左辺のｇは一人あたり実質ＧＤＰの

成長率（1960年から1989年の平均）である。右

辺は，c o n s tが定数項を，ＬＧＤＰが初期の一人

あたりＧＤＰ（対数），ＬＳＥＣが中等教育就学率

（対数，1960年），ＧＯＶが政府支出の対ＧＤＰ

比率（1 9 6 0年），Ｐ Ｉがインフレ率（同），

ＴＲＡＤＥが輸出＋輸入の対ＧＤＰ比率（同），

ＬＬＹが先の金融の深度（同）である。サンプル

数は57，決定係数は0.61である。上記の結果

は，他の条件一定にして，金融が発達している

国ほど成長率が高くなることを示している。な

お，Ｋｉｎｇ ａｎｄ Ｌｅｖｉｎｅ（1993b）も類似した分析

を行っている。

　Ｄｅ Ｇｒｅｇｏｒｉｏ ａｎｄ Ｇｕｉｄｏｔｔｉ（1995）は上記の

ＰＲＩＶＹに近い変数を用いて，サンプルを所得

水準などに従って分割した回帰分析を行ってい

る。そこでは金融仲介の発達が経済成長にもた

らす正の効果は低・中所得国で特に強く，高所

得国では有意ではないことが示されている。こ

の結果は，高所得国では銀行以外の金融仲介の

手段が発達してくるので銀行部門の大きさが決

定的な意味を持たなくなってくることを示して

いると思われる。また彼らは1970～1980年代の

ラテン・アメリカにサンプルを限るとこの変数

の係数が有意に負に転じてしまうことを示して

いる。彼らはこの結果を，銀行に対する規制が

充分でないところで金融が自由化されるとか

6〕　Ｄｅｍｉｒｇüç-Ｋｕｎｔ  ａｎｄ Ｌｅｖｉｎｅ（1996）はこのほかにＭ３／ＧＤＰ，（Ｍ３－Ｍ１）／ＧＤＰ，銀行の貸し出し

　利子率と借入れ利子率の差の３変数を検討している。
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えって経済に害を及ぼすということの証拠であ

ると述べている。

Ⅴ－３．株式市場

　近年のこの分野の研究の焦点は金融仲介機関

から株式市場に移ってきている。この分野にお

ける最初の本格的な研究はＡｔｊｅ ａｎｄ Ｊｏｖａｎｏｖ-

ｉｃ（1993）である。彼らは株式市場の発達度を

株式取引額の対ＧＤＰ比率で測っている。そし、

てこの変数が一人あたりＧＤＰの成長率に対し

て有意に正の影響を持つことを示している。彼

らはその一方で銀行部門の発達度の指標として

民間・政府系銀行の供与する信用の対ＧＤＰ比

率を前出の変数と同時に回帰式の右辺に含め

て，この変数が一人あたりＧＤＰの成長率に対

して有意な影響を持たないことを示している。

もっとも，彼らの研究には，回帰式の右辺から

初期の一人あたりＧＤＰや就学率などの重要な

変数が抜け落ちているという問題点がある。

　これに対して，複数の指標を使って，通常の

クロス・カントリー分析の枠組みにより忠実な

研究を行ったのが，Ｌｅｖｉｎｅ ａｎｄ Ｚｅｒｖｏｓ（1996，

1998）である。彼らの1996年の論文では４つの

変数が取り上げられている。まず株式市場の規

模を表す変数としては(1)上場されている株式の

総価値の対ＧＤＰ比率を用いている。株式市場

の流動性を表す変数としては(2)株式のターン

オーバー率（取引価額の株式総価値に対する比

率）と(3)取引価額の対ＧＤＰ比を用いている。

また自国の株式市場が国際的な株式市場にどれ

だけ統合されているかを示す指標として，次の

ような ( 4 ) ＣＡ ＰＭ統合指標を考えている。

ＣＡＰＭ（資本資産評価モデル）によれば，もし

統合が完全であれば，自国で上場されているあ

る株式の超過収益率（Ｒiとする）は世界市場

ポートフォリオの超過収益率（Ｐとする）のみ

によって（平均的には）説明されるはずである。

すなわち，

Ｒi＝ａi＋ｂ・Ｐ＋ｅi

と書け(ただしaiは定数，eiは平均０の攪乱項)，

しかも

ai＝０

でなくてはならない。逆に，aiが０から離れて

いるほど，世界市場への統合が進んでいないこ

とになる。Ｌｅｖｉｎｅ  ａｎｄ ＺｅｒｎｏｖのＣＡＰＭ統合

指標は，まず各国の各銘柄について上の式を推

定し，aiの推定値の絶対値の平均を国別に取っ

たものである。彼らの1996年の論文では以上４

指標の平均を株式市場の発達度の代理変数とし

て分析を行っている。一方，1998年の論文では

これに加えて以下の２変数を用いている。(5)

ＡＰＴ統合指標：ＡＰＴ（裁定評価理論）によれ

ば，もし自国の市場が世界市場と完全に統合さ

れていれば，世界市場の超過収益率の変動を説

明する共通因子のみで自国の超過収益率を説明

することができるはずである（上述のＣＡＰＭ

統合指標に関する式と同じ意味で)。したがっ

てこの理論からの現実の乖離を(5)の場合と同じ

ようにして測ることで，世界市場への統合の進

み具合を測ることができる。最後に取り上げら

れる指標は(6)株価のボラティリティである。こ

れらの変数に共通した問題はデータの利用可能

な国の数が限られていることである。

　彼らの1998年の論文では，(1)，(2)，(3)が一人

あたりＧＤＰ，一人あたり資本ストック，技術水

準それぞれの成長率に対して有意に正の影響を

及ぼすことが示されている。一方，これらの変

数の貯蓄率に対する影響は統計的に有意ではな

い。これに対し，(4)，(5)，(6)はいずれの被説明

変数にも有意な影響を持たない。

　もう一つ問題となる点は，これらの株式市場

変数がⅣ－２で紹介した銀行部門変数と高い相

関を持つことである。両者の関係については

Ｄｅｍｉｒｇüç-Ｋｕｎｔ ａｎｄ Ｌｅｖｉｎｅ（1996）が詳細に分

析している。したがって単に株式市場変数の係

数が有意であるというだけでは，その影響が本

当に株式市場から来ているのか，それとも金融

部門全般の発達から来るのか分からない。この
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問題を回避するため，Ｌｅｖｉｎｅ  ａｎｄ  Ｚｅｒｎｏｖ

（1998）では上記の株式市場変数と同時に必ず

Ⅳ－２で紹介したＰＲＩＶＹを回帰式の右辺に加

えている。その結果，株式市場変数(1)，(2)，(3)

は銀行部門変数が右辺にあっても有意性を失わ

ないこと，つまり株式市場の発達は銀行部門の

発達とは別の経済効果を持つことが示されてい

る。一方，ＰＲＩＶＹの係数は一部を除いて正で

有意である。

Ⅴ－４．金融抑圧

　これまで紹介してきた文献とは別に，政府に

よる金融抑圧（Ｆｉｎａｎｃｉａｌ ｒｅｐｒｅｓｓｉｏｎ）の経済成

長に対する効果に関する分析もいくつか見られ

る。この分野のサーベイとしてはＦｒｙ（1997）

があげられる。金融抑圧は利子率や外国為替を

含む金融価格に無差別に歪みを与える行為とし

て定義される（Ｆｒｙ（1997)，p.754-755)。代表

的なものとしては利子率に上限を設定する政策

があげられる。Ｒｏｕｂｉｎｉ ａｎｄ Ｓａｌａ- ｉ-Ｍａｒｔｉｎ

（1992）は金融抑圧の入った成長モデルを展開

している。このモデルでは，政府は代替的金融

資産の発達を阻害すること，及び利子率を低く

抑えることで民間の貨幣（現金）に対する需要

を大きくすることができる。これは政府にとっ

ての貨幣発行益の増加につながる。彼らは1980

年代の平均実質利子率が－５％以下の国につい

て１，それ以外の国では０の値をとるダミー

変数を定義し，この変数が一人あたりＧＤＰ成

長率に対し有意に負の影響を持つことを示して

いる。Ｅａｓｔｅｒｌｙ（1993）も同様な結果を得てい

る。

Ⅴ－５．評価

　このようにこの分野の研究の発展には目覚し

いものがある。にもかかわらず，金融の発達が

経済成長を促すという確固とした証拠が挙がっ

たとは思われない。第１の問題は，用いられて

いる変数がすべて代理変数に過ぎないことであ

ろう。例えばＧＤＰ比で見て銀行部門や株式市

場が大きいからといって，金融部門が効率的に

機能しているとは限らない。第２の問題は内生

性である。上記の結果はすべて，将来的に経済

成長が期待される国ではそれを見越して金融取

引が活発に行われるようになる，という逆の因

果性の表われに過ぎないかもしれない。例えば

ある国は現在は貧しいが何らかの理由で（例え

ば技術水準が高い，豊かな鉱物資源が最近発見

されたなど）今後急速な成長が期待されている

としよう。この時にはこの国の株式総額は

ＧＤＰに比べて大きなものになるであろう。こ

の後この国が実際に高い成長を遂げたとして

も，それをもって株式市場の発達が成長をもた

らしたとは言えないであろう。

　しかし筆者の考えでは，これらの研究の最大

の弱点は，理論的に言って，これらの変数が必

ず経済成長に正の影響を与えると考える根拠が

もともと薄弱である点である（ただし政府によ

るあからさまな金融抑圧は別である）。Ｄｅ

Ｇｒｅｇｏｒｉｏ ａｎｄ Ｇｕｉｄｏｔｔｉ（1995）が述べているよ

うに，金融部門の拡大が経済成長に対してプラ

スかどうかは本来ケース・バイ・ケースである

はずである。Ｌｅｖｉｎｅ ａｎｄ Ｚｅｒｎｏｖ(1998）らの研

究が必ずしも説得力を持たないのは，銀行規制

など他の経済条件との相互依存関係を無視し

て，金融部門の拡大が當匹経済成長にとって有

益かどうかのみを問題としているからである。

むしろ，ある場合には金融部門の拡大は成長に

貢献するが，別の場合には逆にマイナスに働

く，と言った形で結論を出してくれた方が，よ

ほど信懲性が高くなるのに，と感じるのは筆者

だけではないであろう。金融自由化の優等生と

考えられてきた東アジアにおける通貨危機の勃

発はこういった無条件の金融拡大・自由化礼賛

論を一度に押し流す可能性がある。しかしこれ

が今度は逆に無条件の金融規制礼賛論に反転す

る事態は避けられなくてはならないであろう。

これから求められる研究は，これまでの研究の

蓄積を踏まえ，どのような時には金融自由化が

経済成長を促進し，どのような環境のもとでは

自由化が望ましくないのかを実証的に明らかに

していくことであろう。この点で注目すべき
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は，Ｌｅｖｉｎｅ（1997a，b）による，金融部門の発達

と法制度の間の関係に関する研究である。これ

についてはあとで述べたい。

　なお，クロス・カントリー・データ以外を用

いた分析としてはＡｒｅｓｔｉｓ  ａｎｄ Ｄｅｍｅｔｒｉａｄｅｓ

（1997）やＤｅｍｅｔｒｉａｄｅｓ ａｎｄ Ｈｕｓｓｅｉｎ（1996）

による，四半期データを用いた時系列分析があ

る。しかしこういった手法は，変数間の短期的

な関係を調べるには適しているが長期的な因果

関係を検証するには不適切であると筆者は考え

る。一方では，ミクロデータを使った興味深い

研究としてＪａｙａｒａｔｎｅ ａｎｄ Ｓｔｒａｈａｎ（1996）と

Ｒａｊａｎ ａｎｄ Ｚｉｎｇａｌｅｓ（1998）がある。前者はアメ

リカの州別データを用いて，各州内の金融機関

に対する規制緩和（Ｂａｎｋ ｈｏｌｄｉｎｇ ｃｏｍｐａｎｙに

よる支店網展開の許可）が州生産成長率の増加

をもたらしたことを示している。また彼らは規

制緩和は貸し出し量の増加という形で経済発展

に貢献したわけではなく，不良債権の減少など

の形での貸し出しの質の向上をもたらしたの

だ，ということを示している。後者は41ヵ国の

産業別データを用い，外部金融に依存する傾向

の強い産業ほど，金融部門の発達した国におい

てそうでない国よりもより速く成長する傾向が

あることを示している。

Ⅵ．マクロ経済政策

　分別のある（p ruden tな）マクロ経済政策が

経済成長にとって重要であるという考え方も存

在する。政策がp rudentであるとは，財政赤字

・物価水準・対外債務がコントロール下におか

れており，無制限に膨張しつづけていない状態

を指す。また，為替レートが均衡レートに比べ

て大幅に過大評価されたレベルでペッグされて

いないことも条件の一つに加えることができる。

比較的早くから使われてきたマクロ経済政策の

指標には政府消費の対ＧＤＰ比がある。この変

数は一人あたりＧＤＰ成長率に有意に負の効果

を持つことがしばしば確認されている（Ｂａｒｒｏ

ａｎｄ Ｓａｌａ-ｉ-Ｍａｒｔｉｎ（1995）など）。また，先にⅣ

でみた外国為替の闇市場プレミアムも，公式

レートが自国通貨を過大評価しているほどプレ

ミアムが大きくなりやすいことから，マクロ経

済政策の一つである為替政策の歪みの指標であ

ると考えることもできる。

　マクロ政策が成長に影響するという考え方を

をもっとも明確に打ち出したのが Ｆ ｉ ｓ ｃ ｈ ｅ ｒ

（1991）である。彼は次のような推定結果を示

している（カッコ内はｔ値）。

　ここで，左辺のｇは一人あたり実質ＧＤＰの

成長率（％表示，1970年から1985年の平均）で

ある。右辺のカッコ内の項は，定数項，サハラ

以南アフリカダミー，ラテンアメリカダミー

（値は省略）が含まれていることを表している。

ＬＧＤＰが初期の一人あたりＧＤＰ（対数），

Ｉ Ｎ Ｖが投資率， Ｐ Ｒ Ｉ Ｍが初等教育就学率

（1970年）である。３行目の３変数が各国のマ

クロ経済政策の指標であり，順に，ＩＮＦがイン

フレ率（1970年から1985年の平均），ＳＵＲが財

政黒字の対ＧＮＰ比率（同），ＤＥＢＴが対外債務

の対ＧＮＰ比（1980年）である。サンプル数は

73，修正済み決定係数は0.60である。この結果

は，対外債務は被説明変数に対して有意な影響

を持たないものの，インフレ率は有意に負，財

政黒字は有意に正の影響を持つことを示してい

る。高インフレが成長率を低下さぜるという結
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果はＢａｒｒｏ（1997）によっても得られている。

一方，Ｆｉｓｃｈｅｒ（1993）では，1961年から88年ま

でのクロス・カントリーと時系列のデータを

プールして，一人あたりＧＤＰ，資本ストック，

生産性それぞれの成長率に対して様々なマクロ

政策変数がどのような影響を与えるかを検証し

ている。その結果，インフレ率とインフレ率の

標準偏差は３つすべてに有意に負の影響を，外

国為替の闇市場プレミアムは資本ストックと生

産性の成長率に対して有意に負の影響を持つこ

とが示されている。

Ⅶ．政府

Ⅶ－１．政府の質

　経済成長論の中には政府の質が成長率に大き

な影響を与えるという根強い考え方がある。例

えば，企業間で結ばれた契約に違反があったと

きに，法に基づいた処罰が行われる保証がない

社会では，本来双方にとって（また社会にとっ

て）有益であるはずの契約も結ばれなくなって

しまう可能性がある。また政府が腐敗してい

て，賄賂を贈る企業に有利な政策をとるような

場合には，生産性の高い企業が必ずしも市場で

生き残らない可能性がある。また，政府が恣意

的な判断で企業をつぶしたり国有化したり，あ

るいは企業間で結ばれた契約を無効にしてしま

うような経済においては，企業は生産的活動に

力を入れる代わりに官僚とのこねを作るなどの

非生産的活動に時間を注ぐようになるかもしれ

ない。こうした直観を計量経済学的に検証する

ためには，政府の質を測る指標が必要である。

そのために最もよ く用いられて いるの が

Ｋｎａｃｋ ａｎｄ Ｋｅｅｆｅｒ（1995）の指標である。彼ら

はコンサルティング会社から発行されている

Ｉｎｔｅrnａｔｉｏｎａｌ Ｃｏｕｎｔｒｙ Ｒｉｓｋ Ｇｕｉｄｅをもとに，次

の５つの指標を作成している。(1)法治主義の指

標，(2)政府の腐敗度指標（贈収賄の頻度など），

(3)官僚制の質の指標（政治家のプレッシャーか

らの独立性など），(4)政府により資産が没収・

国有化されるリスクの指標，(5)政府による契約

の否認または修正の可能性の指標。(1)，(2)，(3)

は０から６までのスケールで測られており，６

に近いほどより（投資家にとって）望ましいこ

　ここで，左辺のｇは一人あたり実質ＧＤＰの成

長率（1974年から1989年の平均）である。右辺

は，cons tが定数項（値は省略）を，ＬＧＤＰが

1970年の一人あたりＧＤＰ（対数），ＳＥＣが中等

教育就学率（1970年），ＰＲＩＭが初等教育就学

率（同），ＧＯＶが政府支出の対ＧＤＰ比率

（1974年から1989年の平均），ＰＲＩが投資財価

格の世界価格からの乖離（1974年），ＩＣＲＧが上

記５つの指標の和（1982年）である。サンプル

数は97，決定係数は0.291である。上の結果は

とになる。(4)，(5)は０から10までのスケールで

測られており，10に近いほど望ましい。データ

は多くの場合1982年から始まっている。法治主

義「度」などに関する客観的なデータが存在す

るわけもなく，当然ながらこれらの指標の作り

方は主観的である。にもかかわらずこれらを使

う経済学者の論理は，そのもとになっている

Ｉｎｔｅrnａｔｉｏｎａｌ Ｃｏｕｎｔｒｙ Ｒｉｓｋ Ｇｕｉｄｅを参考にして

実際に多くの投資家が大事な自分のかねの投資

先を決めているからには，このデータは信頼性

のあるものに違いない，というものである。

Ｋｎａｃｋ ａｎｄ Ｋｅｅｆｅｒはこの指標を使って次の結

果を示している（カッコ内はｔ値）。
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政府の質が成長に有意に正の影響を持つことを

表している。一方，Ｂａｒｒｏ ａｎｄ Ｓａｌａ-ｉ-Ｍａｒｔｉｎ

（1995）は上記の５つの指標を，和をとらずに

個別に右辺に含めた分析を行っている。その結

果，(1)の法治主義指標の係数は有意で正という

結果を得ている。しかし一方，それ以外の変数

は有意ではない，という結果となっている。

よってこれらの指標の重要性に関しては，更な

る追試を待たなくてはならない。

　関連した研究としてはＭａｕｒｏ（1995）もあげ

られる。彼の分析はＢｕｓｉｎｅｓｓ Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ社

のカントリー・リスクに関する指標に基づいて

いる。この指標は同社が各国にいる特派員から

得た情報をもとに作成したものであり，やはり

主観性の強い指標である。Ｍａｕｒｏは数多い指標

の中から(1)法システム指標（企業を取り巻く法

環境の効率性と清廉さ），(2)官僚による規制

（外国企業が許認可を得る際の規制の厳しさ），

(3)腐敗の３つの指標を取り上げている。データ

は1980年からのものである。これらはすべて，

その値が高いほど質が高いことを表している。

彼はこの３つの平均を「官僚制の効率性」指標

と呼び，この指標が1960年から85年の平均投資

率及び一人あたりＧＤＰの平均成長率に対し有

意に正の影響を持つことを示している。この結

果は(3)の腐敗度指標のみを用いた場合にも大き

な変更を受けない。問題となるのは，被説明変

数が1960－85年の期間のものであるのに対し，

説明変数が期間の終わり近くに当たる1980年の

データをもとにしていることである。したがっ

て説明変数の内生性の問題が深刻になっている

可能性がある。Ｍａｕｒｏはこの点を考慮して，操

作変数を用いた推定も行っている。操作変数は

後で述べるＥＴＨＮＩＣである。その結果，内生

性を考慮しても推定結果は大きく変化しないこ

とが示されている。

　なお，Ｈａｌｌ ａｎｄ Ｊｏｎｅｓ（1999）は一人あたり

ＧＤＰの成長率ではなくレベルを説明する回帰

分析の右辺にＫｎａｃｋ ａｎｄ Ｋｅｅｆｅｒ（1995）の指標

とＳａｃｈｓ ａｎｄ Ｗａｍｅｒ（1995）の経済の開放度の

指標の２つを平均したものを含め，これを社会

的インフラストラクチャーの指標と呼んでいる。

彼らの分析はこの指標が有意に正の係数を持つ

ことを示している。

Ⅶ－２．民主主義

　上記のような論理を拡張すれぽ，政治制度が

民主的であるほど成長率が高くなる，という可

能性も考えられる。民主的な国ほど，政治家の

行為に対する国民からのチェックが働きやすい

と期待される。したがって独裁的な政治家が恣

意的に経済に介入して資源配分に歪みを発生さ

せる余地は少なくなるはずである。また，

Ｂａｒｒｏ（1997）が述べているように，非民主的な

政府のもとでは独裁者が法外な課税を行りて税

収を着服したり効率の悪いプロジェクトに投資

してしまう，という可能性もある。だがその一

方では，民主主義は成長率を低下させる，とい

う理論的な可能性も存在する。やはりＢａｒｒｏが

述べているように，民主主義のもとでは民衆の

支持を集めるために富者から貧者への富の再分

配がより大規模に行われる可能性がある。この

ような政策は所得増加のインセンティブを弱め

ることを通じて成長率を低める可能性がある。

したがって理論的には民主主義と経済成長の関

係は不確定であり，実証的に検証するしかない。

このような目的のためにしばしば用いられるの

がＧａｓｔｉｌ（1987他）の作成した２つの指標であ

る。一つは(1)政治的権利の指標であり，これは

参政権の広がり，及び選挙で選ばれたものが実

際にどのくらい重要な意思決定に参加できるか

を測るものである。もう一つは(2)民衆の自由の

指標であり，これは言論・集会の自由などの基

本的人権がどのくらい保障されているかを測る

ものである。どちらも極めて主観的に作成され

た指標であり，１から７までの値をとる。値が

１の時がもっとも民主的な状況に対応する。

Ｂａｒｒｏ（1997）はこの指標をスタンダードなク

ロス・カントリーの回帰分析に説明変数として

含めた分析を試みている。二つの指標の間の相

関が非常に高いため，彼は(1)のみを用いて分析

を行っている。彼はまずこの指標を線形の形で
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右辺に含めた分析を行っている。この場合に

は，その係数は有意にならないことが示されて

いる。次に彼は，民主度の効果が非線形的であ

る可能性を考慮して，この指標とこの指標の２

乗の項を同時に入れることを試みた。その結

果，１次の項の係数は正，２次の項の係数は負

でいずれも有意という結果が得られた。これは

すなわち，民主度が低い段階では民主化は成長

を促進するが，ある程度以上民主化が進むと効

果は逆転する，ということである。Ｂａｒｒｏによ

ればこの転換点は大体1994年におけるマレーシ

ア・メキシコの水準である。

Ⅷ．法と社会

　世界銀行のいわゆるＳｔｒｕｃｔｕｒａｌ Ａｄｊｕｓｔｍｅｎｔ

Ｐｒｏｇｒａｍが1980年代から90年代前半にかけて

必ずしも充分な成果をあげなかった，という反

省は，政策見直しの気運を生じさせた。特に，

それまでの援助政策があまりに単純に市場化，

自由化のみを求めすぎてきたのではないか，と

いう議論が出てきている。これは必ずしも自由

化そのものの価値を否定するものではなく，む

しろそのための前提条件を問い直そうとする動

きである。市場は真空の中に成立しうるもので

はなく，それを支える法的・社会的な枠組みが

確立していなくては自由化は成功し得ないので

はないか，というわけである。そこで近年の研

究はどのような法・社会が経済成長の前提条件

となるのかを問う研究が盛んになってきている。

このような傾向は，経済開放と自由化による成

功の模範例と見なされてきた東アジアにおける

経済危機と成長の減速によってますます強まっ

てくるのではないかと思われる。ここではその

ような研究をいくつか取り上げる。法とか社会

といったものは経済変数と比べて客観的なデー

タを得るのが難しい。諸研究がこの問題をどの

ようにして処理しているのかを紹介する。

Ⅷ－１．法制度（私的所有権の保護）

　各国の法制度を統計的な検証が可能となるよ

うな形で国際比較する，という難しいテーマを

経済学の立場から取り上げたもっとも重要な論

文はＬａ Ｐｏｒｔａ，Ｌｏｐｅｚ-Ｓｉｌａｎｅｓ，Ｓｈｌｅｉｆｅｒ ａｎｄ

Ｖｉｓｈｎｙ（1998）であろう。この論文自体は経済

成長に関するものではないが，あとで見る

Ｌｅｖｉｎｅの諸論文がこのデータを使っているの

で，紹介したい。この論文は対象を会社法及び

倒産・更生に関する法律に限って分析を行って

いる。データの利用可能性の問題から，対象国

は49カ国に限られている。かなりの数の指標が

取り上げられているが，それらは大きく３つに

分けることができる。(1)株主の権利に関するも

の：株主総会の際に郵便で投票することが認め

られているか，株主総会の時期に株式を売買す

ることが認められているか，などであり，大半

は０か１の値をとるダミー変数である。(2)債権

者の権利に関するもの：これは倒産などの時に

残された資産に対して債権者がどの位強い優先

権を持つかを測るものであり，やはり大半はダ

ミー変数である。(3)法の執行に関するもの：そ

の国で契約がどの位政府によって尊重されるか

であり，その大半は前節で取り上げたＫｎａｃｋ

ａｎｄ Ｋｅｅｆｅｒ（1995）の政府の質に関する指標で

ある。その中で一つ注目すべきは会計基準の質

に関する指標である。これは企業の会計報告書

にどれだけ多くの事項が記載されているかを

測ったものである。これらの報告書を通じて投

資家が必要な情報を得ることができなければ，

企業に対して契約の実行を強制することはでき

ない。質の高い会計制度は良好なコーポレート

・ガバナンスの基礎となると考えられる。Ｌａ

Ｐｏ ｒ ｔ ａらはこれら３種類の法の質を表す変数

と，各国の法の起源を表す変数の間の関係を検

証している。後者は各国の法律を英国法，フラ
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国よりも発達した金融仲介機関を持つ傾向があ

る。金融仲介機関の発達度を表す変数として

は，1997年論文ではⅤ－２で紹介した４種類の

変数を交代で用いているのに対し，1998年論文

ではＰＲＩＶＹのみに焦点を当てている。以上を

明らかにした上で，Ｌｅｖｉｎｅはこれらの金融仲

介機関変数を説明変数の一つとし，一人あたり

ＧＤＰ成長率，一人あたり資本ストック成長

率，生産性成長率のいずれかを被説明変数とし

たクロス・カントリーの回帰分析を行っている。

ただ，Ⅴ－２で紹 介 した諸研究 と違い ，

Ｌｅｖｉｎｅは金融仲介機関変数が内生的である可

能性を認識し，上記の法と契約に関する３種類

の変数を操作変数としてＧＭＭを用いて分析

を行っている。これは各国の法的環境は経済状

況の変化によって簡単には影響を受けない外生

変数であるという考えに基づいている。特に，

法の起源に関する変数は先に述べた理由から外

生性が強いと考えられ，理想的な操作変数であ

るととらえられている。分析の結果は，法的な

要因を背景とした金融仲介の拡大は経済成長に

対して有意に正の効果を持つ，ということを示

している。

ンス法，ドイツ法，スカンジナビア法の４系統

に分類したものである。その結果，英国法系の

国では株主・債権者の権利が強く保護されてい

るのに対し，フランス法系の国では保護がもっ

とも弱い，という結果を得ている。ドイツ法

系，スカンジナビア法系はその中間である。法

の執行に関する変数については，フランス法系

の国がもっとも弱いという傾向が見られるもの

の，各国の一人あたりＧＤＰの差によって説明

される部分が多い，としている。

　Ｌｅｖｉｎｅ（1997a，b）はこのような権利の保護の

有無が金融仲介の発達に大きな影響を及ぼし，

この影響を通して経済成長に影響を及ぼしてい

ると主張している。Ｌｅｖｉｎｅは前述の研究で使

用された数多くの指標の中から３つのカテゴ

リーに入るものを取り上げている。その第一

は，債権者の権利に関する３つの指標である。

債権者の権利がより保護されている国では金融

仲介がよりスムーズに進むと考えられる。第二

に，法の執行に関わる指標のうち，法治主義指

標と没収リスクの指標を，契約の履行が保証さ

れているかどうかを表す指標として取り上げて

いる。第三のカテゴリーは二つの論文で異なっ

ている。1997年論文では，会計基準の質に関す

る指標が取り上げられている。一方，1998年論

文では，各国の法の起源を表す変数が取り上げ

られている。既に見たように，英国法は債権者

の権利をもっとも強くする傾向があり，これは

金融仲介を促進する効果を持つのではないかと

考えられる。Ｌｅｖｉｎｅがこの変数に注意を払っ

ているのは，各国の法律の特徴は主に過去にど

の国によって占領・植民地化されたかによって

決まったために，その後の経済的な状況の変化

に対しては完全に外生的であると考えて差し支

えない，と彼が判断したためである。

　Ｌｅｖｉｎｅはまず，以上３種類の変数が金融仲

介機関の発達に対して，期待されるような方向

で，有意な影響を持つことを示している。すな

わち債権者の権利が保護されていて政府が契約

を重んじる国ほど金融仲介機関が発達する傾向

がある。また，英国法系の国はフランス法系の

Ⅷ－２．社会の分断

　前節まで見てきたように，いろいろな経済政

策が成長を阻害する悪質な政策として考えられ

てきた。そしてこれ誉で成長率の低かった国

特にサハラ以南アフリカ諸国がこうした「悪

い」政策をとってきたことも事実である。しか

し，ではなぜこれらの国はわざわざこうした

「悪い」政策を選択したのだろうか。その根源

的要因としてＥａｓｔｅｒｌｙ ａｎｄ Ｌｅｖｉｎｅ（1997）が指

摘したのがこれらの国々の社会が多くのethnic

groupの間に分断されている，という事実であ

る。よく知られているように，これらの国々の

間の国境線は西洋諸国によってかなりの程度恐

意的に決定されたために，一つの国の中に様々

なeth in ic  groupが混在してその間の勢力争い

が激しくなる傾向がある。このような状況下で

は，経済政策の選定に当たって効率性よりもグ
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ループ間の利害関係が重視される可能性があ

り，最適でない政策が選ばれやすいと考えられ

る。Ｅａｓｔｅｒｌｙ ａｎｄ Ｌｅｖｉｎｅはこのような一国内の

eth in i c  d iver s i tyを測る代理変数として，旧ソ

連が作成した「ランダムに選ばれた二人の人間

が別のエスニック・言語グループに属している

確率」を用いている。彼らがＥＴＨＮＩＣと名づ

けたこの変数はスタンダードなクロス・カント

リーの回帰分析において一人あたりＧＤＰの成

長率に対して有意に負の影響を持つことが示さ

れている（サンプルはデータ利用可能な全ての

国について1960年代，70年代，80年代のデータ

をプールしたものである)。またこの変数は外

国為替の闇市場プレミアム，金融の深度，財政

黒字の対 Ｇ Ｄ Ｐ比，物的インフラストラク

チャー（電話の普及率で測られる）といった変

数に対しても，成長を妨げる方向で有意な影響

を持つことが示されている。またＥａｓｔｅｒｌｙ ａｎｄ

ＬｅｖｉｎｅはＥＴＨＮＩＣ以外にも「公式言語を話さ

ない人口の割創，「最もよく使われている言語

を話さない人口の割合」，「国民の中からランダ

ムに選ばれた二人が違った言語を話す確率」と

いった代理変数も試しており，似たような結論

を得ている。

　しかし，スタンダードなクロス・カントリー

回帰分析における各説明変数のロバストさを検

証したＳａ ｌ ａ- ｉ -Ｍａｒ ｔ ｉ ｎ（1997a）では，この

ＥＴＨＮＩＣ変数はまったくロバストではないこ

とが示されている。彼によれば，いろいろ説明

変数の組み合わ硬を変えて回帰分析を行ったと

きに，ＥＴＨＮＩＣの係数が有意になったのは全体

の１％にも満たなかった。Ｅａｓｔｅｒｌｙ ａｎｄ Ｌｅｖｉｎ-

ｅの分析とはサンプルが異なるので，直接比較

するわけには行かない。にもかかわらず，彼の

結果は，ＥＴＨＮＩＣの重要さが強調される前に，

いま少しロバストネスの追試的検証が行われる

必要があることを示唆しているといえよう。

　さて，もしe t h n i c  d i v e r s i t yのような今さら

変更不可能な要因が途上国の貧困の原因である

としたら，貧困を解消する方法はなく，状況は

絶望的であるように思われる。しかし，最近の

Ｅａｓｔｅｒｌｙ（2000）の研究は政治制度を改善すれ

ばそれによってethn ic  d ivers i tyの悪影響を軽

減することができる可能性を示している。この

目的のために，彼は先のＥａｓｔｅｒｌｙ ａｎｄ Ｌｅｖｉｎｅ

の研究と同じような回帰式の右辺に，ＥＴＨＮＩ-

Ｃ，Ｋｎａｃｋ ａｎｄ Ｋｅｅｆｅｒ（1995）の政治の質の指

標（ＩＣＲＧ）だけでなく，両者の交差項すなわち

ＥＴＨＮＩＣ×ＩＣＲＧの項を加えている。結果は以

下の通りである（カッコ内はｔ値）。

　ここで，左辺のｇは一人あたり実質ＧＤＰの

成長率（10年代ごとの平均）である。右辺の第

１項のカッコ内は，各10年代ごとのダミー，サ

ハラ以南アフリカのダミー，ラテンアメリカダ

ミーが含まれていることを示している（値は省

略）。ＬＧＤＰが一人あたりＧＤＰの対数値（各

10年代ごとの初期値)，ＬＳＣＨが１＋平均在学

年数の対数値（同)，ＡＳＳＡＳＳＰが政治的暗殺

の数（各10年代ごとの平均），ＬＬＹが金融の深

度（同），ＢＭＰが１＋外国為替の闇市場プレミ

アムの対数値（同），ＳＵＲが財政黒字の対

ＧＤＰ比(同)，ＰＨＯＮＥが労働者100人あたりの

電話数の対数値である。サンプル数は171であ

る。交差項の係数が有意に正であることから，

Ｅａｓｔｅｒｌｙの当初の主張を裏付ける結果となって

いる。右辺にはかなり多くの変数が加えられて

いるものの，この研究にはまだロバストネスの

点で疑問が残る。例えばなぜ投資率が含まれな
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いのか，あるいはなぜデータの利用可能性の高

い就学率を用いずにデータがあまりない平均在

学年数を用いているのか，といった疑問が浮か

ぶ。とはいえ，とりあえずは，政策的努力に

よってethn i c  d i ve r s i t yの悪影響を克服できる

可能性を示した結果となっている。

　スタンダードなものとはややアプローチが異

なるが，この系統で注目すべきは Ｒ ｏ ｄ ｒ ｉ ｋ

（１９９９）である。彼はＥａｓｔｅｒｌｙ，Ｋｒｅｍｅｒ，

Ｐｒｉｔｃｈｅｔｔ ａｎｄ Ｓｕｍｍｅｒｓ（1993）に従い，各国の

1960－75年と1975－1989年の間の成長率の差異

を説明するのは何かを分析している。Ｅａｓｔｅｒｌｙ

らの結論はそのかなりの部分は外的ショック

（交易条件の変化率によって測られる）によっ

て説明される，というものであった。これに対

しＲｏｄｒ ｉｋは交易条件変化率の係数が理論的に

予想される値に比べてあまりに大きいことを指

摘した。そして彼は社会内に対立があるときに

は外的なショックは所得分配上の争いを引き起

こし，直接的効果以上に成長率を低下させるの

ではないか，という仮説を立てた。また彼は，

政治的制度の質が高いところでは争いをうまく

調整することができ，外的ショックの悪影響を

抑えることができるのではないか，と考えた。

彼はこの仮説を検証するため，（交易条件変化

率）×（社会内の対立の深さ）×（政治制度の

質の低さ）という交差項を右辺に含めてみた。

社会内対立の代理変数としては先のＥＴＨＮＩＣ

が，政治制度の指標としてはＫ ｎ ａ ｃ ｋ  ａ ｎ ｄ

Ｋｅｅｆｅｒ（1995）の民主度の指標が用いられてい

る。その結果，彼は次のような推定結果を得て

いる（カッコ内は標準誤差）。

　ここで，左辺のｇは1975年から1989年までの

一人あたり実質ＧＤＰの平均成長率である。右

7) http://www.wor1dbank.org/poverty/scapita1/index.htm

辺の第１項のカッコ内は，定数項，サハラ以南

アフリカダミー，ラテンアメリカダミー，東ア

ジアダミーが含まれていることを表している

(値は省略)。ＬＧＤＰは1 9 7 5年の一人あたり

ＧＤＰ（対数），g-1が1960年から1975年にかけて

の一人あたり実質ＧＤＰの平均成長率最後の

（交差項）は上に掲げた３変数の交差項である。

サンプル数は92，決定係数は0.57である。交差

項の係数が有意に負であることから，Ｒｏｄｒｉｋの

仮説の正しさが裏付けられていると言える。こ

の結果は，社会内対立の代理変数として所得分

配のジニ係数が，政治制度の指標として政府機

関の質の指標が用いられても変わらない。

　筆者の見るところではＲｏｄｒ ｉｋの回帰分析に

は重要な変数がいくつか抜けている。例えば，

右辺に交差項だけが含められ，１次の項（例え

ば交易条件変化率そのもの，ＥＴＨＮＩＣそのもの

など）が抜け落ちているのはなぜだろうか。ま

た，解釈上の問題も残る。例えば，外的ショッ

クがグループ間抗争に発展するのを防ぐのは政

治的制度そのものではなく，実は一人あたり

ＧＤＰに代表される経済の豊かさではないのだ

ろうか。上記の結果は，政治的制度が経済的豊

かさと高い正の相関を持つために生じた，見か

け上の結果ではないのだろうか。（同様の疑問

はＥａｓｔｅｒｌｙの研究についても当てはまる。）こ

うしたことから，筆者は，この結果のロバスト

ネスについてはさらに厳しく追試を受けなくて

はならないと考える。しかし，政府の質は直接

成長に影響するのではなく社会内の対立を軽減

することを通じて影響を持つのだ，という

Ｅａｓｔｅｒｌｙと共通した考え方は，Ⅶで紹介された

単純な考え方を一歩進めるものであり，今後も

検討に値すると考える。

Ⅷ－３．信頼と協調

　世界銀行の“Ｓｏｃｉａｌ Ｃａｐｉｔａｌ ｆｏｒ ｄｅｖｅｌｏｐｍｅ-

ｎｔ”ホーム・ぺ一ジ7）では，Ｓｏｃｉａｌ Ｃａｐｉｔａｌの定

義を「人々が協調した行動をとることによって
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望ましい目的を達成することを可能ならしめる

ような社会の社会構造に埋め込まれた規範や社

会関係」としている。これだけではあまりに漠

然としていてよく分からないが，Ｌａ  Ｐｏｒｔａ，

Ｌｏｐｅｚ-Ｓｉｌａｎｅｓ，Ｓｈｌｅｉｆｅｒ ａｎｄ Ｖｉｓｈｎｙ（1997）はや

やわかりやすく「社会的に効率的な結果を生み

出すためまた囚人のジレンマに見られるような

非効率的な非協力的わなに陥ることを避けるた

めに社会内の人々が協力する性向」（p.333，７

－11行目）と定義している。世界銀行は，この

Ｓｏｃｉａｌ Ｃａｐｉｔａｌは経済取引のコストを引き下げ

協調と協力を推進する役割を果たしうる，とし

ている。

　Ｓｏｃｉａｌ Ｃａｐｉｔａｌと経済成長の関係の研究の中

でもっともよく知られたものはＫｎａ ｃ ｋ  ａ ｎ ｄ

Ｋｅｅ ｆ ｅ ｒ（199 7）であろう。彼らは19 81年と

1990～91年のＷｏｒｌｄ ＶａＩｕｅ Ｓｕｒｖｅｙｓの結果をも

とに世界29カ国の s o c i a l  c a p i t a lを測ることを

提案した。彼らは主に２種類の変数を用いてい

る。その第１はＴＲＵＳＴと呼ばれる変数であ

り，これは１ヵ国あたり1,000人に対するアン

ケートで「一般的に言って，あなたはたいてい

の人は信頼できると思いますか，あるいは人を

相手にするときにはいくら用心しても用心しす

ぎることはないと思いますか？」という質問に

対し，たいていの人は信頼できると答えた人の

割合である。第２の変数はＣＩＶＩＣと呼ばれる

変数であり，どの位市民が協力的であるかを測

ろうとするものである。これは「機会があれば

税金をごまかす」，「見つけたお金を着服する」

などの５つの行為それぞれを正当化されると考

えるかどうかに関する質問に対する回答から作

成される。回答者は「常に正当化される」を10

として，「決して正当化されない」を１とした

10段階で評価することになっている。Ｋｎａｃｋ

ａｎｄ  Ｋｅｅｆｅｒはこの数字を逆転させた上で５項

目の和をとり，ＣＩＶＩＣと呼ぶことにした。例え

ば，ＴＲＵＳＴを用いた推定結果は次のようであ

る。（カッコ内は標準誤差）。

　ここで，左辺のｇは一人あたり実質ＧＤＰの

成長率（1980年から1992年の平均）である。右

辺は， c o n s tが定数項（値は省略）を，ＬＧＤＰ

が一人あたりＧＤＰの対数値（1980年），ＳＥＣが

中等教育就学率（同），ＰＲＩＭが初等教育就学率

（同），ＰＲＩが投資財価格の世界価格からの乖

離（同）である。サンプル数は29，修正済み決

定係数は0.55である。この分析には，期間が短

く，サンプル数も小さいという問題点がある。

また，右辺に含まれる変数のリストも限定され

ている。とはいえ，とりあえずは，上の結果は

s o c i a l  c a p i t a lが成長率に対して有意に正の影

響をもたらすことを示していると考えておいて

よいであろう。ちなみに，この結果はＣＩＶＩＣに

ついても同様であり，またsocial  capita lの内生

性を考慮して操作変数を用いても変わらない。

また彼らは，これら二つの変数が物的資本や人

的資本の蓄積に大きな影響を与えることを示し

ている。更に彼らは，同じＳｕｒｖｅｙをもとに，

人々がどのくらい宗教的・文化的・政治的活動

に参加するか，という指標も作成している。こ

の指標は経済成長に対して有意な影響を持たな

いことが示されている。

　Ｌａ Ｐｏｒｔａ，Ｌｏｐｅｚ-Ｓｉｌａｎｅｓ，Ｓｈｌｅｉｆｅｒ  ａｎｄ

Ｖｉｓｈｎｙ(1997)は同じＴＲＵＳＴを用いて（ただ

し1990～91年調査の値のみ），この変数が一人

あたりＧＤＰの成長率だけでなく，インフレ率

やインフラストラクチャーの充実度などの経済

変数，政府の効率性や質，経済における大企業

の重要性など，多くの変数に有意な影響を与え

ることを示している。ただし回帰式の右辺に含

まれる変数はＴＲＵＳＴの他には19 94年の一人

あたりＧＤＰのみであり，結果がどの程度ロバ

ストなものであるかには疑問が残る。また彼ら

は，ＴＲＵＳＴ自体は内生変数である可能性が高
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いとして，これに影響を与える外生変数として

宗教を取り上げている。それは宗教が階層的な

縦社会を作り上げているほど市民同士の横の協

力は生じにくくなるであろう，という考えに基

づいている。彼らは「階層的宗教」と彼らが呼

ぶところのカソリック，東方正教会，イスラム

教の信者が人口に占める割合が高くなるほど

ＴＲＵＳＴの値が小さくなることを示している。

　Ｔｅｍｐ ｌｅ  ａｎｄ  Ｊ ｏｈｎｓｏｎ（1998）は s o c i a l

capab i l i tyという類似の概念を用い，その指標

としてＡｄｅｌｍａｎ ａｎｄ Ｍｏｒｒｉｓ（1967）の指標を採

用している。彼らは1960年代はじめにおける60

カ国の社会の状態を「一人あたりＧＮＰ」,「都

市化の程度」,「マスコミの広がり」,「政党政治

の基礎」，「伝統的エリートの強さ」など24の指

標で表した。そしてこの24の変数に対して主成

分分析を行い，その結果得られた第１因子を

もって社会の発展度の指標としたものである。

Ｔｅｍｐｌｅ ａｎｄ Ｊｏｈｎｓｏｎはこの指標をスタンダー

ドなクロス・カントリー分析の右辺に含めて，

これが1960年以降の各国の経済成長を予測する

上で役に立つ指標でありえたことを示している。

ただし，その係数の有意性はサハラ以南アフリ

カダミーが右辺に加えられると失われてしま

い，その意味でロバストなものではない。

　このほか，Ｇｕｉｓｏ，Ｓａｐｉｅｎｚａ ａｎｄ Ｚｉｎｇａｌｅｓ

（2000）ではイタリアの家計のデータを用い

て，social  capitalの高い地域の出身者ほど現金

以外の金融商品（小切手・株式など）を使用す

る傾向が強いことを示している。このことは

social  capita lの蓄積が金融制度の発達を促進す

る可能性を示している。

　このように社会構造と経済成長の関係を探る

研究は始まったばかりであるが，今のところロ

バストネスの検証の詳細さなどにおいてⅢで紹

介した金融と成長に関する諸分析のような繊密

さの域に達したものは見られない。したがって

非常に説得力のある結果が得られているとは言

えない。今後の分析に期待したい。

Ⅸ．結語

　以上見てきたように，経済成長と政策・制度

の関係については多様な視点から数多くの分析

が進められてきた。成長論の研究が単なる理論

の構築にとどまらずデータとの整合性を追求し

てきたことは歓迎すべきことである。特に近年

は，「自由化促進・健全なマクロ政策」を強調

する研究から，「政治的・法的・社会的インフ

ラストラクチャー」を強調する研究に力点が移

りつつあることが示された。ただ，既存の研

究，特に研究が始まって日が浅い後者のタイプ

の研究は，結果のロバストネスの検証，説明変

数の内生性の取り扱いという点でまだ充分とは

言えない。今後の更なる研究の発展が期待され

る。
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